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	1. 「財産債務調書」の提出制度
	（1）提出基準の見直し
	「財産及び債務の明細書」はこれまで所得税法に規定されていましたが、改正により、内国税の適正な課税の確保を図るための国外送金等に係る調書の提出等に関する法律において新たに「財産債務調書」として規定され、提出基準が以下のように見直されました。
	（*）　「国外転出特例対象資産」とは、所得税法に規定する有価証券、匿名組合契約の出資の持分、未決済のデリバティブ取引・信用取引・発行日取引をいいます。
	したがって、確定申告書の提出義務があり、改正後の2つの基準を満たす者は、その年の翌年3月15日までに「財産債務調書」を所得税の納税地の所轄税務署に提出しなければなりません。
	この改正は、2016年1月1日以後に提出すべき「財産債務調書」について適用されます。
	（2）「財産債務調書」の記載事項
	「財産債務調書」の記載事項は、「国外財産調書」（その年の12月31日に有する国外財産の価額の合計額が5,000万円を超える個人（永住者のみ）が提出する調書）とほぼ同様です。たとえば、「財産及び債務の明細書」には記載を要しなかった、財産・債務の所在や国外転出特例対象資産の銘柄等・取得価額などの情報も記載が必要となります。なお、従前は「国外財産調書」においても取得価額は記載事項ではありませんでしたが、今回の改正により国外転出特例対象資産については取得価額も記載事項に加えられています。
	なお、「財産債務調書」の提出に当たっては、「財産債務調書」に記載した財産の価額及び債務の金額をその区分ごとに合計した金額を記載した、「財産債務調書合計表」を添付する必要があります。
	（3）財産の価額
	「財産債務調書」に記載する財産の価額は、その年の12月31日における「時価」又は「見積価額」によることとされており、国税庁から公表されたFAQには、「見積価額」の算定方法として、以下を含む例示がされています。
	外貨で表示されている財産の邦貨換算は、「財産債務調書」の提出義務者の取引金融機関（その財産が預金等で、取引金融機関が特定されている場合は、その取引金融機関）が公表するその年の12月31日における、対顧客直物電信買相場（ＴＴB）によるものとされています。
	（4）債務の金額
	「財産債務調書」に記載する債務の金額は、その年の12月31日における債務の現況に応じ、確実と認められる範囲の金額とされており、たとえば、借入金であれば、その年の12月31日における借入金の元本の額を記載することになります。
	なお、外貨で表示されている債務の邦貨換算は、「財産債務調書」の提出義務者の取引金融機関（その債務が借入金等で、取引金融機関が特定されている場合は、その取引金融機関）が公表するその年の12月31日における、対顧客直物電信売相場（ＴＴS）によるものとされています。
	（5）「国外財産調書」との関係
	この「国外財産調書」を提出する者に「財産債務調書」制度の適用がある場合には、「財産債務調書」には「国外財産調書」に記載した国外財産に関する事項の記載を省略できることとされています。ただし、「国外財産調書に記載した国外財産の価額の合計額」及び「国外財産調書に記載した国外財産のうち国外転出特例対象財産の価額の合計額」については、「財産債務調書」及び「財産債務調書合計表」に記載する必要があります。
	なお、国外に存する債務については、「国外財産調書」の記載事項とはされていませんので、「国外財産調書」を提出する場合であっても、「財産債務調書」への記載の省略はできません。
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